
教育課程とは、学校教育の目的や目標を達成するために、教育の内容を子教育課程の意義

どもの心身の発達に応じ、授業時数との関連において総合的に組織した学校

の教育計画であり、その編成主体は各学校である。

各学校は、教育基本法や学校教育法をはじめとする教育課程に関する法令

に従い、学習指導要領等に基づき、子どもたちの姿や地域の実態等を踏まえ

て、各学校が設定する教育目標を実現するために、教育課程を編成する。各

教科、特別の教科である道徳（以下「道徳科」という 、外国語活動、総。）

合的な学習の時間・総合的な探究の時間（ 総合的な探究の時間」について「

は、平成31年４月１日以降に高等学校及び特別支援学校高等部に入学した生

徒に適用）及び特別活動等についてそれらの目標やねらいを実現するよう教

育の内容を学年に応じ、教科等横断的な視点をもちつつ、学年相互の関連を

図りながら授業時数との関連において総合的に組織する。

学習指導要領は、全国的に一定の教育水準を確保し、全国どこにおいても教育課程の基準

同水準の教育を受けることができる機会を保障するために、学教法等の法令

に基づいて国が定めている教育課程の基準である。

その内容は、校種により違いがあるが、総則、各教科、道徳科、外国語活

動、総合的な学習の時間・総合的な探究の時間、特別活動及び自立活動など

によって構成されているものである。

学習指導要領は、教育課程の編成はもちろん、年間指導計画の作成、指導

目標や指導事項の設定等、日々の教育活動を進める際の最も基本となるもの

である。なお、学習指導要領は、指導内容やその取扱いについて大綱的に示

しているものであり、それを十分読み取るために 「学習指導要領解説」な、

どの資料を活用し、理解を深めることが大切である。

移行期間中は、新学習指導要領の趣旨を十分に踏まえつつ、移行措置に留

意して教育課程を編成する必要がある。

教育課程は、各学校において全教職員の連携協力の下に、児童生徒の心身教育課程の編成

の発達の段階の特性及び学校や地域の実態を考慮し、創意工夫を加えて校長

の責任において編成するものであり、学校教育の目的や目標を達成するため

に、教育の内容を授業時数との関連において総合的に組織した学校の教育計

画である。全教職員はそれらに示されている事柄について十分に理解を深め

る必要がある。教育課程は、次の内容で編成される。

【小学校】 各教科、道徳科、外国語活動（小学校第３学年及び第４

学年 、総合的な学習の時間（小学校第３学年から 、特） ）

別活動

【中学校】 各教科、道徳科、総合的な学習の時間、特別活動

【高等学校】 各教科、総合的な探究の時間、特別活動

【特別支援学校】 各教科、道徳科、外国語活動、総合的な学習の時間・総

（ 。）、 、合的な探究の時間 知的障害小学部を除く 特別活動

自立活動

Ⅳ 学校教育の内容
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（特別支援学校の教育課程については、本編Ｐ43 Ⅳ－２－(7)「特別支援学校における教育課程

の編成 、本編Ｐ53 Ⅳ－２－(11)「特別支援学校における道徳科、外国語活動、総合的な学習」

の時間・総合的な探究の時間、特別活動の指導」参照）

学校教育においては、生涯にわたる学習の基盤を培うため、教育活動全体教育課程の具体化の

において、資質・能力を育み、個性を生かし多様な人との協働を促す教育のために

充実に努めることが強く求められている。各学校では、地域社会の特性や児

童生徒の実態に応じて編成された教育課程に基づき、一人一人の児童生徒を

大切にした教育を実践しつつ、それらを評価し、改善するカリキュラム・マ

ネジメントの確立に努める必要がある（本編Ｐ29 Ⅳ－２－(2)「カリキュ

ラム・マネジメント」参照 。）

学校は社会や世界の状況を幅広く視野に入れ、よりよい学校教育を通して社会に開かれた教育

よりよい社会を創るという目標を持ち、教育課程を介してその目標を社会と課程

共有していくことが必要である。

学校は地域社会における重要な役割を担い地域とともに発展していく存在

である。コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）や地域学校協働活

動等の推進により、学校と地域の連携・協働をさらに広げ、教育課程を介し

て学校と地域がつながることにより、地域でどのような子どもを育てるのか

といった目標やビジョンを共有し、地域とともにある学校づくりが一層効果

的に進められていくことが期待される。

そのために、各学校においては、全教職員の連携協力の下に、児童生徒に

、 、求められる資質・能力を明確化した教育課程の実施 評価及び改善について

地域の人材、資源を活用したり、社会教育との連携を図ったりしながら、教

育目標の具現化を図っていく「社会に開かれた教育課程」の実現が重要であ

る。

特色ある学校づくりとは、自校の教育目標を達成するために各学校が主体特色ある学校づくり

、 。的に編成する教育課程に創意・工夫を加え 教育の活性化を図ることである

学校の伝統や校風を大切にするとともに、地域社会や学校の実態及び児童

、 、生徒の心身の発達の段階や特性等を十分考慮して 適切な教育課程を編成し

その効果的な実施と評価、改善に努める必要がある。

各学校が行う学校評価は 学校教育法第42 49 62 70 80条において 教説明責任と学校評価 、 、 、 、 、 「

育活動その他の学校運営の状況について評価を行い、その結果に基づき学校

運営の改善を図るため必要な措置を講ずる」と規定されている。

各学校は教育課程や学校運営について自己評価や学校関係者評価を計画的

に行い、その結果を公表し、教育活動の成果や課題について、保護者や地域

の人々に対して十分説明したり意見を聞いたりすることにより、説明責任を

果たし、改善を図る中で、その期待と信頼に応えていく必要がある。

《参考資料》

□「コミュニティ・スクール2018～地域とともにある学校づくりを目指して～ （文部科学省 平成30年）」

□「学校評価ガイドライン〔平成28年改訂 （文部科学省 平成28年３月）〕」

□「コミュニティ・スクールを始めるにあたって （京都府教育委員会 令和２年３月）」

□「コミュニティ・スクールで学校も地域も生き生きと！ （京都府教育委員会 平成30年10月）」



新しい時代に子どもたちに必要となる資質・能力を確実に育み、知・徳・学習指導要領改訂の

体にわたる「生きる力」を育てるため 「何のために学ぶのか」という本質趣旨 、

的な学習の意義を共有しながら、教科等の目標や内容が、

① 生きて働く「知識及び技能」の習得

② 未知の状況にも対応できる「思考力、判断力、表現力等」の育成

③ 学びを人生や社会に生かそうとする「学びに向かう力、人間性等」の涵養

の三つの柱に基づいて整理されている。

【 】‥‥‥ 何ができるようになるか

新しい時代に必要となる教科・科目等の新設や目標・内容が見直され、小

学校３・４学年の外国語活動や５・６学年の外国語の教科化、プログラミン

グ教育、道徳科等について改善が図られた。高等学校では教科「理数」や科

「 」 。 、 。目 公共 等が新設される 全体を通して 学習内容の削減は行われていない

【 】‥‥‥ 何を学ぶか

生きて働く知識及び技能の習得など、これからの時代に求められる資質・

能力を身に付け、生涯にわたって能動的に学び続けることができるようにす

るため 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善（アクティ、

） 。ブ・ラーニングの視点に立った授業改善 を推進することが求められている

【 】‥‥‥ どのように学ぶか

よりよい学校教育を通してよりよい社会を創るという目標を共有し、社会

と連携・協働しながら、未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む

「社会に開かれた教育課程」の実現を目指すとともに、教科等横断的な教育

課程や各学校段階の接続を踏まえた教育課程の編成も大切にするよう方向付

けられた。

実施スケジュールは次のとおりである。実施スケジュール

幼稚園はすでに平成30年度から全面実施している。小学校は昨年度から、

中学校は今年度から全面実施となり、高等学校は令和４年度から年次進行で

実施となる（特別支援学校においてはそれぞれの該当部に準じる 。）

平成30年度
平成31年度
令和元年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度～

幼 稚 園 全面実施

小 学 校 移行期間 全面実施

中 学 校 移行期間 全面実施

高 等 学 校 周知徹底 移行期間 年次進行で実施
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新学習指導要領の全面実施前の移行期間には、指導内容の移行がないなど移行期間の教育課程

教科書等の対応を要しない場合などは、積極的に新学習指導要領による取組

ができる。特に 「知識及び技能 「思考力、判断力、表現力等 「学びに、 」、 」、

向かう力、人間性等」という三つの資質・能力をバランスよく育成すること

を目指す新学習指導要領の趣旨を十分に踏まえて指導するようにする（ 高「

等学校学習指導要領の改訂に伴う移行措置の概要」参照のこと 。）

【高等学校】

変化の激しい時代において、新たな価値を創造していく力を育成するため高大接続改革

に、文部科学省は、高等学校教育、大学教育、大学入学者選抜の三者の一体

的な改革を進めることが極めて重要であるとし、高大接続改革の取組を進め

ている。大学入学者選抜改革については、大学入試センター試験に代わるテ

ストとして、昨年度から「大学入学共通テスト」を実施している。

(1) 総則
    新高等学校学習指導要領によることが適さない事項を除き、新高等学校学習指導要領
  による。
 
(2) 各教科等
  ①  総合的な探究の時間及び特別活動
    ・総合的な探究の時間→従来の「総合的な学習の時間」を「総合的な探究の時間」に
      改め、新高等学校学習指導要領による。
    ・特別活動→新高等学校学習指導要領による。
  ②  指導内容の変更などにより特例を定める教科
    ・地理歴史、公民→新高等学校学習指導要領の領土に関する規定を適用する。
    ・家庭→新高等学校学習指導要領の契約の重要性及び消費者保護の仕組みに関する規
　　  定の事項を加えて指導する。
  ③  新高等学校学習指導要領によることができることとする教科
    ・保健体育、芸術、福祉、体育、音楽、美術→新高等学校学習指導要領によることが
      できる。
    ※福祉には、科目「福祉情報」を加える。
 
（注）特例の適用時期及び対象について
      移行期間中の教育課程の特例については、基本的に、平成31年度以降、在籍する全
    ての生徒に適用する。
      ただし、総合的な探究の時間に関する特例については平成31年度以降に高等学校に
    入学した生徒に適用し、家庭に関する特例については平成30年度以降に高等学校に入
    学した生徒に適用することとする。
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